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リーダーは経済成長に重要か？ 
 ～個別政策に及ぼす影響は大きいと考えられるが、過度な期待は禁物～ 
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◇ 2024年米国大統領選の投開票日まで 1年を切った。先行きの米国経済の動向を占ううえで「誰が

大統領になるか」を重要視する見方は多い。 

◇ 実際、幾つかの既存研究は国のリーダーと経済成長に有意な関係性を見出している。また、個別の

政策決定は政治家のバックグランドに大きく依存しうる。 

◇ とはいえ、経済成長の決定要因は多岐にわたるほか、国のリーダーが政策を完全に裁量的に決定で

きるわけではない。このため、リーダーの役割を過度に期待し過ぎることには注意が必要だろう。 

 

2024年米国大統領選の投開票日（2024年11月5日）まで1年を切った。市場関係者の間では各候補

者の政策スタンスに対する関心が強まっており、今後の米国経済の動向を占ううえで「誰が大統領

になるか」を重要視する向きは多い。一方、経済成長を担うのはあくまで民間部門であり、政府の

果たす役割は限定的との見方もある。 

そもそも、大統領や首相といった国家のリーダーと経済成長に明確な関係性はあるのだろうか。 

Jones and Olken(2005)はこうした疑問に答える代表的な研究の一つである。同論文は国家のリー

ダーが在職中に亡くなった世界の57の事例に関して、その前後におけるGDP成長率やインフレ率の動

向を調査している。不況時に政権交代が生じやすいなど経済と政治は相互に影響しあうのが一般的

だが、経済動向と無関係なリーダーの交代事例を調べれば、リーダーが一国経済に及ぼす影響のみ

を抽出できると考えられる。同論文では分析の結果、リーダーの死はその後数年の経済成長率やイ

ンフレ率に影響を与えており、特にリーダーの権限が強い独裁国家ではこうした影響が大きくなる

と指摘する。同論文よりもサンプル数を拡張したBesley et al.(2011)では、教育レベルの高いリー

ダーの自然死がその後の経済成長率の低下に繋がると結論付けている（注1）。他方Funke et 

al.(forthcoming)では、ポピュリストとみられるリーダーはその国の一人当たりGDPを長期的に10%

低下させると述べている。 

リーダー次第で一国の経済成長率が変化しうる場合、リーダーによる政策決定とその実行体制が

経済への主な波及経路として考えられる。多くの先行研究は、個別の政策決定・推進が政治家のバ

ックグランドやその支持層に大きく依存することを示している（注2）。例えば一国の外交政策を巡

っては、冷戦期間においてCIAのサポートを受けた国家指導者は、米国からの（比較優位でない製品

の）輸入を増加させ、対米貿易収支を悪化させるとの研究結果がある（Berger et al.(2013)）。ま

た米国の議員レベルで見ると、娘を多く持つ父親議員は人工中絶などの女性の権利を巡る問題に関

してリベラルな投票行動を示す一方（Washington(2008)）、徴兵対象の息子を持つ議員は、同年齢
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の娘を持つ議員と比較し、徴兵関連法案への賛成率が1割程度低下すると指摘されている（McGuirk 

et al.(2023)）。他方地方自治レベルでは、Nye et al.(2015)が米国の大都市を対象に、黒人の市

長在任中には公務員などの黒人雇用が白人よりも増加すると指摘する（注3）。 

とはいえ、リーダーがマクロ経済に及ぼす影響を期待し過ぎることには注意が必要かもしれない。

そもそも上記の研究を含め、リーダーとマクロ経済の関係性を分析する際に、世界経済の動向や一

国の景気循環などリーダー以外の経済的要因をコントロールするのは容易なことではない（注4）。

長期的な経済発展の決定要素を巡っては、文化や組織、地理的条件、或いは遺伝などの様々な要因

を指摘する研究が存在する（注5）。G7諸国におけるリーダーの平均在任年数は、日本やイタリアで

は約2年、その他の国では5-8年程度であり（図表1）、こうした任期で一国の様々な経済的・社会的

要因を変化させるのは難しい。加えて、民主主義国家における立法権は主に議会にあり、リーダー

による政策決定は与党内、或いは与野党のパワーバランスによる制約を受けることが多い。 

2024年においては、1月に台湾総統選、3月にロシア大統領選、春にインド総選挙、9月に自民党総

裁選、11月に米国大統領選のほか、2024年～25年1月にはイギリス総選挙など、主要国では多くの政

治イベントが予定されている。各国及び世界の経済動向を占ううえでは、各リーダー候補の経済政

策が重要であるのは確かだが、これまでの経済トレンドを大転換させるのは容易ではないことにも

留意する必要があるだろう。 

 

図表1：G7諸国における大統領・首相の平均在任年数 

 

注：2023年10月末時点（米バイデン大統領及び仏マクロン大統領は共に現任期を満了すると想定）。

第二次世界大戦終戦以降の国家指導者を対象に算出。 

出所：各国政府ホームページより第一生命経済研究所作成 

 

【注釈】 
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1) Jones and Olken(2005)は1945-2000年における77のリーダーの自然死・事故死の事例からデー

タの取得が困難、或いは在任期間が短い事例を除外している一方、Besley et al.(2011)は

1875-2004年における215のリーダーの自然死を対象に分析を行っている。 

2) 金融政策に関しては、Malmendier et al.(2021)はFOMCメンバーがこれまでの人生において経

験したインフレ率が、FRBのインフレ予想や政策決定の判断に影響することを指摘している。 

3) このほか、Chattopadhyay and Duflo(2004)はインドにおける首長のジェンダーと公共財供給

の関係性を分析し、女性村長は農村部女性が必要とする水道等のインフラに多くの投資を行う

と指摘している。 

4) また、上記のような「興味深い」研究結果は一流の学術誌に掲載されやすい一方（Brodeur et 

al.(2016)）、有意な関係性を発見できなかった分析結果は注目を集めにくい。 

5) 経済成長との関係性を巡っては、文化に関してはNunn(2021)、組織はAcemoglu et al. (2005)、

地理的要因はFernandez-Villaverde et al.(2023)、遺伝はAshraf and Calor(2013)などをそ

れぞれ参照。 
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